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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第103期

第２四半期連結
累計期間

第104期
第２四半期連結

累計期間
第103期

会計期間

自2022年
４月１日
至2022年
９月30日

自2023年
４月１日
至2023年
９月30日

自2022年
４月１日
至2023年
３月31日

売上高 （百万円） 26,293 14,943 44,267

経常利益 （百万円） 11,224 1,097 13,431

親会社株主に帰属する四半

期（当期）純利益
（百万円） 7,659 299 9,857

四半期包括利益又は包括利

益
（百万円） 7,552 789 9,723

純資産額 （百万円） 32,039 30,454 34,060

総資産額 （百万円） 69,012 65,410 69,573

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 306.06 11.96 393.71

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 46.4 46.6 49.0

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 8,589 477 12,315

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △1,849 △2,135 △6,306

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △6,429 △4,427 △6,373

現金及び現金同等物の四半

期末（期末）残高
（百万円） 22,131 15,239 20,576

 

回次
第103期

第２四半期連結
会計期間

第104期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自2022年
７月１日
至2022年
９月30日

自2023年
７月１日
至2023年
９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 127.56 3.11

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。
 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内

容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。
 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものでありま

す。
 

（１）経営成績の分析

　当第２四半期連結累計期間における当社グループの業績は、外航海運事業におけるハンディ船市

況の下落や為替の影響等により、売上高は前年同期比11,349百万円減収（△43.2％）の14,943百万

円、営業利益は前年同期比9,611百万円減益（△91.9％）の852百万円、経常利益は前年同期比

10,127百万円減益（△90.2％）の1,097百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期比

7,359百万円減益（△96.1％）の299百万円となりました。
 

　当社グループのセグメント別の業績は以下のとおりであります。

①外航海運事業（ロジスティクス）

　外航海運事業におけるハンディ船市況は、８月以降回復基調で推移したものの、米欧を中心とし

た世界的な金融引き締めを受けた景気減速に伴う荷動きの鈍化と、中国不動産市場の低迷による中

国経済減速懸念に伴う需要減の影響により、低調な市況が続く結果となりました。

　なお、当第２四半期連結累計期間における当社グループの平均為替レートは￥138.85/対US＄

（前年同期は￥131.14）となりました。

　このような状況下、当社グループの外航海運事業におきましては、売上高は前年同期比11,399百

万円減収（△51.6％）の10,675百万円、セグメント損益は前年同期比10,052百万円減益の39百万円

の損失となりました。

②倉庫・運送事業（ロジスティクス）

　物流業界におきましては、貨物保管残高及び貨物取扱量は前年同期と概ね同水準で推移いたしま

した。

　このような状況下、当社グループの倉庫・運送事業におきましては、連結子会社の引越業におけ

る取扱高の増加や、倉庫事業において昨年度より取り組んでいた値上げの効果もあり、売上高は前

年同期比10百万円増収（＋0.5％）の1,973百万円、セグメント利益は前年同期比104百万円増益の

106百万円となりました。

③不動産事業

　都心部の賃貸オフィスビル市況は、コロナ禍以降、テレワークの普及に伴いオフィスの集約や縮

小化の動きにより軟調に推移しておりますが、社会経済活動の正常化が進む中、オフィスに集まる

ことの価値が見直される動きも見られ、空室率の上昇は落ち着きを取り戻しております。また、東

京23区の賃貸マンション市況については引き続き堅調に推移しております。

　このような状況下、当社グループの不動産事業におきましては、シェア型企業寮である月島荘の

稼働率が回復してきており、売上高は前年同期比40百万円増収（＋1.8％）の2,294百万円、セグメ

ント利益は前年同期比118百万円増益（＋10.2％）の1,281百万円となりました。
 

EDINET提出書類

乾汽船株式会社(E04288)

四半期報告書

 3/22



（２）財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は、現金及び預金の減少等により前連結会計年度末

比4,162百万円減の65,410百万円となりました。負債は、未払法人税等の減少等により前連結会計

年度末比557百万円減の34,955百万円となりました。純資産は、利益剰余金の減少等により前連結

会計年度末比3,605百万円減の30,454百万円となりました。

　この結果、自己資本比率は49.0％から46.6％になりました。
 

（３）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比較して

5,337百万円減少し、15,239百万円となりました。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間における営業活動の結果として得られた資金は、477百万円（前年同
期比94.4％減）となりました。これは主として、税金等調整前四半期純利益1,098百万円、減価償
却費1,564百万円、法人税等の支払額1,825百万円等によるものです。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間における投資活動の結果として使用した資金は、2,135百万円（前年
同期比15.5％増）となりました。これは主として、固定資産の取得による支出1,022百万円、長期
貸付けによる支出1,108百万円等によるものです。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間における財務活動の結果として使用した資金は、4,427百万円（前年
同期比31.1％減）となりました。これは主として、配当金の支払額等によるものです。

 

（４）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定
前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更は
ありません。

 

（５）経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について
重要な変更はありません。

 

（６）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題
当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課

題について重要な変更はありません。
 

（７）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
当第２四半期連結累計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に

関する基本方針について重要な変更はありません。
 

（８）研究開発活動
該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在発行
数（株）
　　　（2023年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 26,072,960 26,072,960
東京証券取引所

スタンダード市場
単元株式数100株

計 26,072,960 26,072,960 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

2023年７月１日～

2023年９月30日
－ 26,072,960 － 2,767 － 2,238
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（５）【大株主の状況】
  2023年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町２丁目１１番３号 2,083 8.30

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６番４号 1,154 4.60

松岡冷蔵株式会社 東京都港区港南５丁目３－２３ 962 3.84

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２ 848 3.38

みずほ信託銀行株式会社

(常任代理人：株式会社日本カストディ

銀行)

東京都千代田区丸の内１丁目３－３

(常任代理人住所：東京都中央区晴海１

丁目８番１２号)

501 2.00

尾道造船株式会社 兵庫県神戸市中央区江戸町１０４ 473 1.89

乾光海運株式会社
兵庫県神戸市中央区海岸通８　神港ビル

５Ｆ
470 1.88

乾　民治 東京都中央区 452 1.80

三井住友海上火災保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台３丁目９番地 402 1.60

乾　隆志 東京都目黒区 387 1.54

計 － 7,737 30.83

（注）１．当社は自己株式974,618株を所有しておりますが、上記大株主から除外しております。

２．2023年７月24日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、株式会社みずほ銀行及びその共同保

有者であるみずほ証券 株式会社、みずほ信託銀行株式会社、アセットマネジメントOne株式会社が2023年７月

14日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、株式会社みずほ銀行及びみずほ信

託銀行株式会社を除き、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができません

ので、上記大株主の状況には含めておりません。なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりでありま

す。
 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 212 0.81

みずほ証券 株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５番１号 113 0.43

みずほ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 501 1.92

アセットマネジメントOne株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目8番2号 500 1.92

合計 － 1,327 5.09
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2023年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ 単元株式数100株
普通株式 974,600

完全議決権株式（その他） 普通株式 24,943,600 249,436 同上

単元未満株式 普通株式 154,760 － －

発行済株式総数  26,072,960 － －

総株主の議決権  － 249,436 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が700株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数７個が含まれております。

　　　２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が18株含まれております。

 

②【自己株式等】

    2023年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

乾汽船株式会社

東京都中央区勝どき　　　

１－13－６
974,600 － 974,600 3.74

計 － 974,600 － 974,600 3.74

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「海運企業財務諸表準則」（1954年運輸省告示第431号）及び「四

半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令第64号）に基づいて

作成しております。
 

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2023年

７月１日から2023年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年９月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビュー

を受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
     （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

売上高 26,293 14,943

売上原価 14,849 13,305

売上総利益 11,443 1,638

販売費及び一般管理費 ※ 979 ※ 786

営業利益 10,464 852

営業外収益   

受取利息 61 144

為替差益 796 238

その他 72 69

営業外収益合計 931 453

営業外費用   

支払利息 147 186

その他 22 22

営業外費用合計 170 208

経常利益 11,224 1,097

特別利益   

固定資産売却益 0 1

ゴルフ会員権売却益 1 －

特別利益合計 1 1

特別損失   

固定資産除却損 0 0

特別損失合計 0 0

税金等調整前四半期純利益 11,225 1,098

法人税、住民税及び事業税 2,753 733

法人税等調整額 812 65

法人税等合計 3,566 798

四半期純利益 7,659 299

親会社株主に帰属する四半期純利益 7,659 299
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

四半期純利益 7,659 299

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1 452

繰延ヘッジ損益 △108 37

その他の包括利益合計 △107 489

四半期包括利益 7,552 789

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 7,552 789

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（２）【四半期連結貸借対照表】
  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 21,053 15,491

営業未収金及び契約資産 1,732 1,560

繰延及び前払費用 715 522

貯蔵品 1,410 1,113

その他 1,293 2,103

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 26,204 20,790

固定資産   

有形固定資産   

船舶（純額） 17,604 16,520

建物及び構築物（純額） 10,412 10,137

土地 1,133 1,133

信託建物及び信託構築物（純額） 3,419 3,351

信託土地 204 204

建設仮勘定 5,930 6,905

その他（純額） 714 659

有形固定資産合計 39,418 38,911

無形固定資産 170 152

投資その他の資産   

投資有価証券 3,156 3,770

その他 630 1,793

貸倒引当金 △7 △8

投資その他の資産合計 3,779 5,555

固定資産合計 43,368 44,619

資産合計 69,573 65,410
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

負債の部   

流動負債   

営業未払金 2,624 2,034

短期借入金 2,710 2,530

１年内返済予定の長期借入金 ※ 2,411 ※ 5,662

未払法人税等 1,893 774

賞与引当金 83 95

その他 997 1,093

流動負債合計 10,719 12,190

固定負債   

長期借入金 ※ 21,717 ※ 19,476

退職給付に係る負債 79 72

受入保証金 1,474 1,456

特別修繕引当金 701 698

その他 819 1,060

固定負債合計 24,793 22,764

負債合計 35,512 34,955

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,767 2,767

資本剰余金 11,652 11,668

利益剰余金 20,102 15,944

自己株式 △1,000 △953

株主資本合計 33,521 29,426

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 537 989

繰延ヘッジ損益 1 38

その他の包括利益累計額合計 538 1,028

純資産合計 34,060 30,454

負債純資産合計 69,573 65,410
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 11,225 1,098

減価償却費 1,603 1,564

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 7 △6

賞与引当金の増減額（△は減少） 11 12

特別修繕引当金の増減額（△は減少） 55 △3

受取利息及び受取配当金 △112 △200

支払利息 147 186

為替差損益（△は益） △589 △13

固定資産売却損益（△は益） △0 △1

売上債権の増減額（△は増加） △498 167

契約資産の増減額（△は増加） △159 4

繰延及び前払費用の増減額（△は増加） 236 239

貯蔵品の増減額（△は増加） △567 296

仕入債務の増減額（△は減少） 108 △604

契約負債の増減額（△は減少） △269 △79

未払費用の増減額（△は減少） △37 28

未払又は未収消費税等の増減額 △2 32

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △2 △18

その他 △88 △412

小計 11,070 2,291

利息及び配当金の受取額 106 189

利息の支払額 △147 △178

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △2,440 △1,825

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,589 477

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △1,845 △1,022

固定資産の売却による収入 0 0

長期貸付けによる支出 △0 △1,108

その他 △3 △4

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,849 △2,135

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － △180

長期借入れによる収入 721 2,049

長期借入金の返済による支出 △1,721 △1,849

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △5,420 △4,442

その他 △8 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,429 △4,427

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,586 747

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,896 △5,337

現金及び現金同等物の期首残高 20,235 20,576

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 22,131 ※ 15,239
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。
 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。
 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。
 

（財政状態、経営成績又はキャッシュ・フローの状況に関する事項で、企業集団の財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況の判断に影響を与えると認められる重要なもの）

該当事項はありません。
 

（追加情報）

該当事項はありません。
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（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間

（自 2022年４月１日
　　至 2022年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2023年４月１日

　　至 2023年９月30日）

役員報酬 116百万円 150百万円

給料手当 183 183

賞与引当金繰入額 46 45

退職給付費用 19 3

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　財務制限条項

前連結会計年度（2023年３月31日）

当連結会計年度末の借入金の一部には、財務制限条項が付されております。

なお、当連結会計年度末において、財務制限条項に抵触している借入金はありません。
 

当第２四半期連結会計期間（2023年９月30日）

当第２四半期連結会計期間末の借入金の一部には、財務制限条項が付されております。

なお、当第２四半期連結会計期間末において、財務制限条項に抵触している借入金はあり

ません。
 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係は、下記のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日
至 2022年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

現金及び預金勘定 22,446百万円  15,491百万円  

信託預金 △314  △252  

現金及び現金同等物 22,131  15,239  
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

(1) 配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月22日

定時株主総会
普通株式 5,453 218.00 2022年３月31日 2022年６月23日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四

半期連結会計期間末後となるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年11月11日

取締役会
普通株式 150 6.00 2022年９月30日 2022年12月５日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

(1) 配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月22日

定時株主総会
普通株式 4,458 178.00 2023年３月31日 2023年６月23日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四

半期連結会計期間末後となるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月10日

取締役会
普通株式 75 3.00 2023年９月30日 2023年12月11日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

 ロジスティクス
不動産
事業

計

 
外航海運
事業

倉庫・運送
事業

売上高       

外部顧客への売上高 22,074 1,963 2,254 26,293 － 26,293

セグメント間の売上高又

は振替高
－ － 14 14 △14 －

計 22,074 1,963 2,269 26,307 △14 26,293

セグメント利益 10,012 2 1,162 11,177 △712 10,464

　　（注）１．セグメント利益の調整額△712百万円は、各報告セグメントに配分しない全社費用△712百万円でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自2023年４月１日　至2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

 ロジスティクス
不動産
事業

計

 
外航海運
事業

倉庫・運送
事業

売上高       

外部顧客への売上高 10,675 1,973 2,294 14,943 － 14,943

セグメント間の売上高又

は振替高
－ － 14 14 △14 －

計 10,675 1,973 2,309 14,958 △14 14,943

セグメント利益又はセグメ

ント損失（△）
△39 106 1,281 1,347 △495 852

　　（注）１．セグメント利益又はセグメント損失の調整額△495百万円は、各報告セグメントに配分しない全社費用

△495百万円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報
 

前第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

合計ロジスティクス
不動産事業

外航海運事業 倉庫・運送事業

日本 3,736 1,963 73 5,773

アジア 6,073 － － 6,073

オセアニア 8,159 － － 8,159

欧州 649 － － 649

中東 － － － －

アフリカ 121 － － 121

北米 3,144 － － 3,144

顧客との契約から生じる収益 21,883 1,963 73 23,920

その他の収益 191 － 2,181 2,372

外部顧客への売上高 22,074 1,963 2,254 26,293

（注）地域別売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

当第２四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

合計ロジスティクス
不動産事業

外航海運事業 倉庫・運送事業

日本 1,792 1,973 85 3,851

アジア 2,043 － － 2,043

オセアニア 3,844 － － 3,844

欧州 827 － － 827

中東 17 － － 17

アフリカ － － － －

北米 2,010 － － 2,010

顧客との契約から生じる収益 10,535 1,973 85 12,594

その他の収益 139 － 2,209 2,349

外部顧客への売上高 10,675 1,973 2,294 14,943

（注）地域別売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 306円06銭 11円96銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
7,659 299

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（百万円）
7,659 299

普通株式の期中平均株式数（株） 25,026,346 25,066,789

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。
 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
 

 

２【その他】

2023年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額…………………………75百万円

（ロ）１株当たりの金額………………………………………３円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………………2023年12月11日

（注）2023年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主もしくは登録株式質権者に対し、

支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

2023年11月13日

乾汽船株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 林　　一樹

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 松原　充哉

 

監査人の結論
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
乾汽船株式会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間
（2023年７月１日から2023年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年
９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計
算書、四半期連結貸借対照表、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビュー
を行った。
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、乾汽船株式会社及び連結子会社の
2023年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認めら
れなかった。
 

監査人の結論の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期
レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半
期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す
る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任
を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を
作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結
財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立
の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レ
ビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の
四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められ
る監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な
不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、
我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示
されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する
重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場
合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監
査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結
財務諸表の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する
注記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎とな
る取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を
入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責
任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レ
ビュー上の重要な発見事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。
 

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。
 

以　上
 

　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しており
ます。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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